
第１号様式（第７条関係）
京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　交付申請書

	（宛先）　　　京　都　市　長
	令和５年　　月　　日

	①申請者の主たる事務所の所在地
〒（　　　－　　　）
	申請者の名称（屋号）及び代表者名

	京都市
	

	②対象設備の所在地（①と同じ場合は記載不要）

〒（　　　－　　　）
京都市
	電話 (　　　)　　　　－


	京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり補助金の　交付を申請します。

記

	申請者概要
	職  種

（京都市伝統産業指定74品目より選択）
	

	
	加盟組合等名
	

	
	従業員数
	人
	資本金
	円

	
	担当者名：　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号 (　　　　)　　　　　－


　　
以下のとおり申告します。

（該当する部分に☑してください。全ての項目に☑がある方のみが申請可能です。）
□　申請者は、京都市指定の伝統産業に従事しています。
□　申請者は、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する　　暴力団密接関係者ではありません。
□　申請者は、併給禁止の条件のある他の補助金を受給していません。
□　申請者は、市税を滞納していません。
□　同一内容で国や府等に同様の補助金を申請する場合は、本補助金の補助申請額（交付決定済みの　　　場合は交付決定額）を報告します。また、国や府等への申請情報の照会に同意します。
□　その他、京都市補助金等の交付等に関する条例及び同条例施行規則並びに京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金交付要綱に定める事項に違反しません。
□　補助金交付申請書の記載事項及び関係書類の内容確認に求められた根拠資料を提出しない場合又は　記載事項が虚偽であった場合は、補助金を一括返還します。
	添付書類
	１（令和５年度伝統産業設備改修等補助制度における補助事業）のみ申請
	２（新たな設備改修等事業）のみ申請
または１・２両方を申請

	
	□京都府、国、その他団体等の補助金に関する交付決定通知書（写し）
	□京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　交付副申書（第２号様式）
□見積書（写し）

□対象設備等のパンフレット等（ある場合）
□京都府、国、その他団体等の補助金に関する交付決定通知書（写し）

□その他市長が特に必要と認め指示する書類


１　令和５年度伝統産業設備改修等補助制度における補助事業
　⑴　事業内容
	事業内容
	対象設備名

	
	種別（該当するものに○）：　　　新設　　　・　　　更新　　　・　　　改修

	
	事業の目的・概要
（生産力の向上に資する事業であることを明確に記入してください。）

	
	事業の効果
（売上向上、経費削減、海外進出、新商品開発、新規雇用や内製化など。）

	事業実施期間
	（令和５年４月１日～令和６年２月２９日の間で記入してください。）
～


⑵　事業経費　※税抜き金額で記載（消費税は補助対象外です）

（単位：円）
	経費内訳
	支払先(予定)
	税抜き金額

	
	
	

	合　　計
	（Ａ）　　　　　　　　　　　　　円


⑶　収入
　　本補助金に申請されている事業で、重複して他の補助金を申請されている場合に、補助金交付（予定）額を記入してください。本補助金の申請内容以外の事業（取組）で他の補助金を申請されている場合は、記入不要です。
①　京都府、国、その他団体等の補助金
	団体名
	補助金名
	補助金交付(予定)額

	京都府
	伝統産業生産基盤支援事業費補助金
	円

	
	
	円

	
	
	円

	合　　計
	(Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　円


②　京都市伝統産業設備改修等補助制度
	補助金名
	補助金交付額

	京都市伝統産業設備改修等補助制度
	円

	合　　計
	(Ｃ）　　　　　　　　　　　　　　円


【注意】
・　特定の事業を補助するものではない給付金類は除きます。
・　（Ｂ）補助金交付(予定)額の合計が、（Ａ）事業経費の合計を上回ることのないよう、御注意ください。
⑷　補助申請額
【注意】(Ａ)(Ｂ)(Ｄ)は千円未満の端数は切り捨てず、(Ｅ)欄に記載の際に千円未満を切り捨てて記載してください。
	(Ａ)　　　　　　　　円
	－
	(Ｂ)　　　　　　　　円
	＝
	(Ｄ)　　　　　　　　　円


	(Ｄ)　　　　　　　　円
	×
	補助率２／３
	＝
	(Ｅ)
，０００円
千円未満切り捨て

	
	
	
	
	

	(Ｅ)　　　　　　　　円
	－
	(Ｃ)　　　　　　　　円
	＝
	(Ｆ)　　　　　　　　　円


２　新たな設備改修等事業
　⑴　事業内容
	事業内容
	対象設備名（複数台ある場合には、全て記入してください。）

	
	種別（該当するものに○）：　　　新設　　　・　　　更新　　　・　　　改修

	
	事業の目的・概要
（生産力の向上に資する事業であることを明確に記入してください。）

	
	事業の効果
（売上向上、経費削減、海外進出、新商品開発、新規雇用や内製化など。）

	事業実施期間
	（令和５年４月１日～令和６年２月２９日の間で記入してください。）
～

	市内業者への発注
	　□　市内業者に発注する　　　　　　　□　市内業者に発注しない
（しない場合の理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


⑵　事業経費　※税抜き金額で記載（消費税は補助対象外です）

（単位：円）
	経費内訳
	支払先(予定)
	税抜き金額

	
	
	

	合　　計
	（Ａ′）　　　　　　　　　　　　　円


⑶　収入
　　本補助金に申請されている事業で、重複して他の補助金を申請されている場合に、補助金交付（予定）額を記入してください。本補助金の申請内容以外の事業（取組）で他の補助金を申請されている場合は、記入不要です。
①　京都府、京都市、国、その他団体等の補助金
	団体名
	補助金名
	補助金交付(予定)額

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	合　　計
	(Ｂ′）　　　　　　　　　　　　　円


【注意】
・　特定の事業を補助するものではない給付金類は除きます。
・　（Ｂ′）補助金交付（予定）額の合計が、（Ａ′）事業経費の合計を上回ることのないよう、御注意         ください。
⑷　補助申請額
【注意】(Ａ′) (Ｂ′)(Ｃ′)は千円未満の端数は切り捨てず、(Ｄ′)欄に記載の際に千円未満を切り捨てて記載してください。
	(Ａ′)　　　　　　　　円
	－
	(Ｂ′)　　　　　　　　円
	＝
	(Ｃ′)　　　　　　　　　円


	(Ｃ′)　　　　　　　　円
	×
	補助率２／３
	＝
	(Ｄ′)　　　　　　　　　　

　　　　　　　　，０００円
千円未満切り捨て


３　補助申請額（１＋２の合計）
	(Ｆ)　１の申請額
円
	＋
	(Ｄ′)　２の申請額
円
	＝
	（Ｇ）
円


	計算方法
	補助申請額

	（Ｇ）、または２００万円のうち低い額
	，０００円


	（京都市記入欄）


第２号様式（第７条関係）

京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　交付副申書
	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	　　　　　　　年　　　月　　　日

	組合等の主たる事務所の所在地
	組合等の名称及び代表者名

	〒
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	京都市伝統産業生産力向上支援事業交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付について副申します。
記



	副申対象申請者
	

	申請者について
	□　申請者は当該組合の組合員である。
□　申請者は組合員ではないが、産地振興に必要と認め、組合として副申する。

	補助事業内容
	

	産地組合として
副申する理由
	事業の必要性（生産力向上に資する事業内容かどうか）
（例：商品の生産数増加に繋がる、品質向上に繋がる、新商品開発に不可欠など）


※この様式は、必ず産地組合等が御記入ください。また、様式の控えを組合にて保管ください。
第３号様式（第８条関係）

京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金 事前着手届

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	　　　　　　　年　　　月　　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称（屋号）及び代表者名

	〒
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	　標記の事業について早期に着手したいので、京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。
記

	補助事業内容
	

	着手予定年月日
	年　　　　　　月　　　　　　日

	交付決定前の着手を

必要とする理由
	

	交付決定前に係る　条件等
	　なお、本件については、下記条件を了承し、今後交付決定がなされ　　なかった場合においても異議を申し立てません。（チェックを入れて　　ください。）
□　補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由に　　よって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業　　　主体が負担すること。
□　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。
□　当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内に　おいては、計画変更は行わないこと。


第４号様式（第10条関係）
京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金 変更承認申請書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	　　　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称（屋号）及び代表者名

	〒
	

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	　令和　年　　月　　日付け京都市指令　　　第　　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業の計画を、下記のとおり変更したいので、京都市伝統産業生産力向上支援　事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき、承認を申請します。
記

	変更の理由
	

	

	
	変更前
	変更後

	変更の内容
	
	

	事業完了予定日
	　　　年　　　月　　　日
	　　　年　　　月　　　日

	総事業費

（税抜額）
	
	円
	
	円

	補助金額
	（交付決定額）
	円
	（変更額）
	円

	添付書類
	①変更後事業予算書
②変更後の見積書及び見積明細書の写し　→　省略可
③その他、変更の内容を確認できる書類（　　　　　　　　　　　）

	
	１（令和５年度伝統産業設備改修等補助制度における補助事業）のみを申請、　　かつ「京都市伝統産業設備改修等補助制度変更承認申請書（第５号様式）」に添付　　書類を添えて提出している場合、上記②の添付書類を省略することができます。

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号(　　　　)　　　　　－　　　


	補助対象経費
（税抜額）
	（市記入欄）
円
	（市記入欄）
円


変更後事業予算書
	支出の部
	経　費　内　訳
	　　金　　額　（税抜額）
	支払先等

	
	
	　　　　　　　円
	

	
	１　（令和５年度伝統産業設備改修等　補助制度における補助事業）
	
	

	
	２　（新たな設備改修等事業）
	
	

	
	合計
	
	

	
	
	
	

	収入の部
	区　　　分
	　　金　　額　（税抜額）
	

	
	
	
	　　　　　　　　円
	

	
	市補助金
	京都市伝統産業設備改修等　補助金
	
	

	
	
	京都市伝統産業生産力向上　支援補助金
	
	

	
	府補助金
	
	

	
	国庫補助金
	
	

	
	自己負担金
	
	

	
	合計
	
	


第５号様式（第10条関係）

京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　中止・廃止承認申請書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	　　　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称（屋号）及び代表者名

	〒
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	令和　年　　月　　日付け京都市指令　　　第　　号をもって交付決定通知があった　上記の補助事業を下記の理由により廃止（中止）したいので、京都市伝統産業生産力向上　　支援事業補助金交付要綱第１０条第３項の規定に基づき、承認を申請します。
記



	廃止（中止）する

補助事業内容
	

	廃止（中止）する理由
	

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号(　　　　)　　　　－　　　


第６号様式（第11条関係）
京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　実績報告書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	　　　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称（屋号）及び代表者名

	〒
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	電話 (　　　)　　　－

	　令和　年　　月　　日付け京都市指令　　　第　　　号をもって交付決定通知を受けた上記補助事業を完了しましたので、京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金交付要綱　　第１１条の規定に基づき、下記のとおり実績を報告します。
記

	補助事業内容
	

	事業着工日
及び完了日
	着工日
	　　　　年　　月　　日
	完了日※1
	　　　　年　　月　　日

	総事業費

（税抜額）
	
	円

	補助交付決定額※2
	
	円

	添付書類
	①事業決算書
②請求書及び請求明細書の写し
③領収書又は振込明細の写し
④事業の完了を証明する写真
（改修の対象が複数ある場合はそれらすべての写真を提出すること。）

⑤その他市長が必要と認め指示する書類（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	１（令和５年度伝統産業設備改修等補助制度における補助事業）のみを申請、　　かつ「京都市伝統産業設備改修等補助制度実績報告書（第８号様式）」に添付書類を添えて提出している場合、上記②③④の添付書類を省略することができます。

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号(　　　　)　　　　　－


※1　工事代金の支払いが完了した日もしくは実際の工事が完了した日のいずれか遅い方の日付を記入してくだ
さい。

※2　実際の工事により、総事業費もしくは補助対象経費に変動があり、補助金額が当初の交付決定額を下回る
場合には、減額後の補助金申請額を記入してください。
	補助対象経費
（税抜額）
	（市記入欄）
円


事業決算書
	支出の部
	経　費　内　訳
	　　金　　額　（税抜額）
	支払先等

	
	
	　　　　　　　円
	

	
	１　（令和５年度伝統産業設備改修等補助制度における補助事業）
	
	

	
	２　（新たな設備改修等事業）
	
	

	
	合計
	
	

	
	
	
	※　事業経費の支払いに　当たっては、振込手数料は申請者が負担してください。事業経費　から振込手数料分を　差し引いての振込は　認められません。

	収入の部
	区　　　分
	　　金　　額　（税抜額）
	

	
	
	
	　　　　　　　　円
	

	
	市補助金
	京都市伝統産業設備改修等　補助金
	
	

	
	
	京都市伝統産業生産力向上　支援補助金
	
	

	
	府補助金
	
	

	
	国庫補助金
	
	

	
	自己負担金
	
	

	
	合計
	
	


第７号様式（第13条関係）
京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　取得財産等処分承認申請書
	（宛先）　　　京　都　市　長
	年　　　　月　　　　日

	申請者の所在地
〒
京都市
	申請者の名称（屋号）及び代表者氏名

	
	電話 (　　　)　　　－　　　


　京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、下記のとおり 申請します。
記
	取得財産の種類
	

	取得年月日
	

	取得価額
	円

	補助金交付額
	円

	処分の方法
	□　転用　□　譲渡　□　交換　□　抵当権の設定　□　取壊し　□　廃棄

	処分の理由
	

	添付書類
	□現況のわかる写真や資料等
□その他、市長が特に必要と認める書類（　　　　　　　　　　　　　　　　）


第８号様式（第14条関係）
京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金　概算払請求書
	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	　　　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称（屋号）及び代表者名

	〒
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	電話 (　　　)　　　－　　　


　令和　年　　月　　日付け京都市指令　　　第　　　号をもって交付決定通知を受けた事業の概算払いを受けたいので、京都市伝統産業生産力向上支援事業補助金交付要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり補助金の概算払を請求します。

記

	補助事業内容
	

	事業実施期間
	

	補助金交付予定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	受領済補助金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	概算払請求額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金交付残額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


省略可








